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■建設混合廃棄物とは
　「廃棄物」は、「産業廃棄物」と「一般廃棄物」の２つに大きく分けられます。「産業廃棄物」は、事業活動に伴って
生じた廃棄物のうち、廃棄物処理法で定められた 20 種類と、輸入された廃棄物をいい、その処理責任は排出事業者に
課せられています。
　建設工事に伴い生ずる廃棄物のうち、分別されずに混在しているものを建設混合廃棄物と呼びます。

建設混合廃棄物の 68% が最終処分されています
　道内でリサイクルが進んでいない建設混合廃棄物のリサイクル推進が喫緊の課題であることを
受け、北海道経済連合会では、会員を始めとした有識者から成る「建設混合廃棄物の再生利用促
進に関する検討会」を設置し、建設混合廃棄物の再生利用をより一層進めるための方策について
検討を行い「建設混合廃棄物の再生利用促進のための基本的な考え方」をまとめました。
　これをうけ、北海道立総合研究機構（以下、道総研とする）では、建設混合廃棄物処理におけ
る課題を明らかにし、リサイクルの推進に資することを目的として「建設混合廃棄物のリサイク
ル推進に関する実態調査」を実施しました。

「建設混合廃棄物の再生利用促進のための基本的な考え方」に示された項目のうち、
本調査で対応した項目

建設・解体現場 中間処理 リサイクル収集運搬・積替保管
廃棄物処 理の流れ

廃棄物の種類別最終処分量
（平成 24 年度北海道産業廃棄物処理状況調査報告書）

( 割合 )

・最終処分される全産業廃棄物のうち 35%（26 万トン）が建設業からの廃棄物で、こ
のうち建設混合廃棄物は 6.4 万トンです

・この 6.4 万トンは、建設業からの建設混合廃棄物の排出量（9.4 万トン）の 68％です

最終処分
（埋め立て）

・分別解体の状況調査
・建設混合廃棄物の発生・排出状況の調査
・処理施設整備状況、建設混合廃棄物の処理状況などの状況調査
・発生した廃棄物、中間処理産業廃棄物の性状、組成の分析
・現状を踏まえた施設整備のあり方
・固形燃料やセメントなどの原燃料化



分別教育の様子
（T 社ＨＰより）

近年の建築物では、現場発泡ウレタンや金属サイディ
ングなどの分別しにくい複合材料が普及しており、建
設混合廃棄物発生の一因となっています。
このため、建設混合廃棄物を設計段階から削減する取
り組みが必要です。

建設・解体現場

・分別教育の実施と分別の徹底
・排出量の小さな現場、木造戸建住宅の

現場における意識の向上
・小口巡回収集システムの導入
・解体現場における作業の高効率化

設計段階でできること

中間処理施設
事

業
者

の
規

模

建設混合廃棄物の排出割合

規模の小さな事業者の実態は不明

道内事業者

本州大手事業者

事業者の規模と建設混合廃棄物排出割合の関係
H24 年度のマニフェスト交付等状況報告書 ( 電子 + 紙 ) を基に作成

・分別手間、運搬手間の多さ
・現場保管スペースの不足

・道内事業者の現場では建設混合廃棄
物の排出割合が高い

・木造戸建住宅事業者の建設混合廃棄
物排出割合が高い

・少量排出の現場が多く対応が必要

非効率な解体現場建設事業者の意識の低さ 選別処理能力の向上

・コンクリート土間選別から機械式選別機＋ライン選別へ
・運行管理システムの導入
・レイアウト（構内重機運行、作業動線）の見直し
・作業姿勢の改善（腰痛対策）

機械式選別機の導入
（Ｍ社ＨＰより）

アシストスーツの着用
（腰痛対策）

　コンクリート土間選別
（リサイクル率 40 ～ 50％）

ライン選別
（リサイクル率 60 ～ 70％）

・ライン選別等を導入した選別処理能力の高い施設が少ない
・コンクリート土間での選別が多い
・構内及び施設内の作業動線の交錯など非効率な作業環境
・作業者の不足と身体的負担のかかる作業姿勢

■マニフェスト制度とは
　産業廃棄物の処理を他人に委託する場合は、その処理の
終了を確認するための産業廃棄物管理票（以下、マニフェ
スト）の使用が義務付けられています。平成 20 年度から、
マニフェストを交付した排出事業者は、事業場ごとに前年
度 1 年間のマニフェスト交付等の状況について、都道府県
知事等への報告が義務付けられています（マニフェスト交
付等状況報告書）。

選別後に排出されるふるい下残さ現場発泡ウレタンの剥離作業

更なるリサイクル率の向上のために
選別工程後に排出されるふるい下残さの活用先を確保する
ことが必要です。
また、廃棄物を資源化する施設と、それを受け入れる施設
の連携を確保することが必要です。

課 題
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・図中横軸の 0 は現状、5 は 5 拠点化、14 は 14 拠点化
を示す

・図中縦軸は、最終処分量 (t)
・図中の % は左から現状、5 拠点化、14 拠点化の場合の

リサイクル率

0

2,000

0 5 14

13 13 10

0

2,000

4,000

6,000

0 5 14

5,867

3,143 3,086

0

2,000

0 5 14

1,271
687

1,035

胆振

0

2,000

4,000

6,000

0 5 14

4,753

2,395 2,395

旭川市

5 拠点化の拠点位置

14 拠点化の拠点位置

札幌市

0

2,000

0 5 14

56 39 35

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

20

40

60

80

100

函館市

0

2,000

0 5 14

242 143 143

0

2,000

0 5 14

1,388
817 817

1% → 47% → 48%

9% → 28% → 28%

0% → 0% → 23%

16% → 51% → 51%

26% → 28% → 56%

23% → 30% → 55%

7% → 19% → 59%

0% → 0% → 0%

35% → 55% → 60%

8% → 43% → 58%

2% → 59% → 59%

35% → 57% → 57%

9% → 51% → 26%

20% → 60% → 60%

26% → 64% → 64%

33% → 60% → 60%

4% → 16% → 50%

札幌市

石狩

函館市

檜山

後志
空知

旭川市

上川
留萌

宗谷

オホーツク

胆振

日高 十勝

釧路

根室

渡島

23 %

3 %

0 %

0 %0 %

39 %

1 %
9 %

0 %

15 %

43 %

9 %

26 %

7 %

31 %
37 %

6 %
円グラフの大きさは建設混合廃棄物の発生
量の多さを表す
同じくグラフ中の割合は再生利用率、数字
は発生量を示す

平成 19 年度「北海道産業廃棄物
処理状況調査」

リサイクル率
最終処分率

減量化率
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広域でみた施設整備のあり方

③ 建設混合廃棄物の移動（排出場所 → 中間処理施設）

拠点化による各地域のリサイクル率の推定 -GIS（地理情報
システム）を用いたシミュレーション

現状 5
拠点化

14
拠点化
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サ
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ル
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[%
]

42,936 23,554 22,373

21 %

57 % 59 %

拠点化による最終処分量とリサイクル率の
変化（全道合計）

石狩
処理能力 560 t / 日

6 施設 空知
処理能力 410 t / 日

1 施設

胆振
処理能力 370 t/ 日

3 施設

函館市
処理能力 582 t / 日

2 施設

札幌市
処理能力 196 t / 日

6 施設

釧路
処理能力 107 t / 日

2 施設

日高
処理能力 20 t / 日

2 施設

旭川市
処理能力 10 t / 日

 1 施設

後志
処理能力 908 t / 日

1 施設

・札幌石狩、道南、胆振圏域に選別
許可を有する施設が集中し、他
の地域にはほとんどない

② 中間処理施設の分布と選別の処理能力

北海道、札幌市、旭川市、函館市が公開してい
る産業廃棄物処理事業者名簿より、選別許可

（廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、
金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及
び陶磁器くず、がれき類の７種以上）を有す
る事業者を抽出。
選別能力は許可証記載又は北海道産業廃棄物
協会会員情報による。選別能力が不明な場合は
10t/ 日とした。浮遊選別、破砕・選別を除く

① 建設混合廃棄物の発生量とリサイクル率 ・札幌石狩圏域からの建設混合廃棄物発生量が多いが
   リサイクル率が低い

・空知、函館市、旭川市、渡島のリサイクル率は高いが
   他では低い

建設混合廃棄物の排出
と処理のミスマッチ

・建設混合廃棄物のリサイクル率が全道的に低い
・中間処理施設を持たない圏域がある

拠点化による
リサイクル率の向上

最
終

処
分

量
[t]

札幌石狩圏域：札幌市、石狩、空知、後志
道北圏域：旭川市、上川、宗谷、オホーツク
道東圏域：十勝、釧路、根室
胆振圏域：胆振、日高
道南圏域：函館市、渡島、檜山

課 題 提 案

リサイクル率

・拠点化により道内のリサイクル率の向上が可能
・札幌石狩圏域でのリサイクル率向上
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・宗谷から上川、オホーツクから旭川市、根室か
ら釧路、渡島と檜山から函館市、日高から胆振
など、圏域内での移動が主である

電子マニフェスト交付等状況報
告書の分析結果
□内の数字は管内での処理割合
矢印の数字は管外へ移動した割
合を示す
※ 10% 以下の移動割合を除

いたため、移動量の収支は
100% にならないことがある

[ 推定の前提条件 ]
・中間処理施設を５及び 14 拠点に設置
・各拠点化施設のリサイクル率は札幌石狩圏域及び石狩：80%、そ

の他：60% に仮定
・建設混合廃棄物発生場所及び量、移動先データ：マニフェスト交

付等状況報告書（H24 年度）
・既存中間処理施設リサイクル率は H19 年度北海道産業廃棄物処理

状況調査（北海道）から分析
※拠点化には既存施設の統廃合は含まれない

道北圏域

道東圏域

胆振圏域

道南圏域

札幌石狩圏域



建設混合廃棄物のリサイクル推進に関する実態調査推進委員会

　本パンフレットは、北海道が北海道循環資源利用促進税の一部を充て平成 22 年度から実施している「循環資
源利用促進特定課題研究開発基金事業」として、当研究機構が「建設混合廃棄物のリサイクル推進に関する実態
調査」を行い、その成果をまとめたものです。
　本調査は、「建設混合廃棄物のリサイクル推進に関する実態調査推進委員会」を設置して進めてきました。
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